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平成 30 年度 当初予算概要 

総務部財政課 

１．当初予算全体 

  「筑後市の当初予算」（8 ページ）のとおり。 

 

２．一般会計予算のポイント 

  筑後市行財政健全化方針のもと、健全化方針が目指す「将来世代に負担を先送り

することなく、将来にわたって持続可能な行財政構造を構築していく」ことを目標

に、徹底した事務事業の見直しと経費の節減合理化を行うこととし、総合計画の実

現や行財政健全化の推進などを基本方針として編成した。 

 

  平成 30 年度の歳入歳出総額は 187 億 4,000 万円であり、前年度比 4 億 1,300 万円

（2.2％）の減少となった。事業内容の見直しや終了により、物件費や普通建設事業

費、繰出金等が減少したが、一方で維持補修費や扶助費、補助費等が増加した。特

に扶助費は引き続き増加傾向にあり、施設型・地域型保育給付費が大幅増となった。 

 

歳入では、税収等の確保を図るほか、ふるさと筑後市応援寄附の推進や適切な市

債の活用により財源を確保するとともに、基金繰入として財政調整基金（2 億 6,000

万円）や公共施設建設基金（6,000 万円）などの繰入金を計上した。 

自主財源比率は、市税の増加により前年度から 0.1 ポイント増加して 42.9％とな

り、地方債依存度は、はしご車更新等による起債額の増加のため前年度から 0.7 ポ

イント増加し 7.4％となった。 

 

 【歳入の主なもの】                      （単位：千円） 

項目 H30 H29 増減 備考（主な増減） 

市税 6,128,105 5,983,357 144,748 

市民税(個人)     2,043,820(55,632 増) 

市民税(法人)       540,336(72,447 増) 

固定資産税      3,033,366(38,946 増) 

軽自動車税         155,508(6,542 増) 

市たばこ税         336,169(28,767 減) 

入湯税            4,381(45 減) 

地方交付税 3,374,000 3,340,000 34,000 
普通交付税      2,744,000(54,000 増） 

特別交付税       630,000(20,000 減) 

国庫支出金 3,070,502 3,445,873 △375,371 

保育所等整備交付金  154,874(330,394 減） 

社会資本整備総合交付金（都市計画費） 

            59,115(72,191 減） 

子どものための教育・保育給付費負担金 

           681,797(105,720 増） 

県支出金 1,758,730 1,656,086 102,644 

地域密着型施設等整備補助金 71,790(61,500 増） 

子どものための教育・保育給付費負担金 

            340,898(52,860 増) 

活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金 

            130,591(46,308 増) 
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寄附金 150,000 100,000 50,000 ふるさと筑後市応援寄附 150,000(50,000 増) 

繰入金 553,990 886,170 △332,180 

財政調整基金      260,000(290,000 減) 

公共施設建設基金    60,000(54,000 減) 

地域振興基金      50,000(増減なし) 

じんかい処理施設等基金 50,000(50,000 減) 

ふるさと筑後市応援基金 133,990(61,820 増) 

市債 1,390,953 1,290,300 100,653 
臨時財政対策債 633,553(52,747 減) 

建設事業債   757,400(153,400 増) 

 

 

  歳出では、義務的経費のうち人件費が退職手当の減などにより前年比 5,890 万 9

千円（1.9％）減の 30 億 6,768 万 2 千円、扶助費が施設型・地域型保育給付の増加

等により前年度比 1 億 9,332 万 5 千円（3.7％）増の 54 億 2,138 万 6 千円、公債費

が前年度比 254 万 2 千円（0.2％）増の 12 億 9,446 万 2 千円なり、義務的経費全体

では前年度比 1 億 3,695 万 8 千円（1.4％）増の 97 億 8,353 万円となった。投資的

経費では、普通建設事業が私立保育所等整備事業補助やサザンクス筑後改修工事等

の事業費減少により前年度比 4 億 2,620 万 6 千円（18.5％）減の 18 億 8,028 万 6

千円となった。その他の経費では、繰出金が国民健康保険特別会計や介護保険特別

会計（保険事業勘定）繰出金、下水道事業特別会計への繰出金などにより前年度比

8,994 万 7 千円（3.4％）減少し、25 億 7,163 万 3 千円となった。 

 

【歳出の主なもの】                      （単位：千円） 

項目 H30 H29 増減 備考 

人件費 3,067,682 3,126,591 △58,909 
職員給与            1,238,798(3,879 減) 

退職手当             108,622(77,812 減） 

物件費 2,091,891 2,264,391 △172,500 
役務費            116,117(  8,404 増） 

委託料           1,048,611(108,881 減) 

備品購入費          46,884( 37,275 減） 

扶助費 5,421,386 5,228,061 193,325 

施設型・地域型保育給付 

            1,927,100(238,100 増) 

自立支援給付事業 

             1,159,814(増減なし） 

生活保護扶助費       508,656(増減なし） 

補助費等 1,643,079 1,570,299 72,780 

八女西部広域事務組合負担金 

            409,926(121,878 増） 

筑後川下流域土地改良事業 

             59,336( 31,254 減) 

普通建設事業 1,880,286 2,306,492 △426,206 

私立保育所整備     174,234(469,866 減） 

サザンクス筑後改修   13,061(177,567 減) 

公営住宅ストック総合改善       0(皆減） 

道路新設改良      115,074(104,228 減) 

はしご車更新        227,500(皆増) 

公債費 1,294,462 1,291,920 2,542 
元金        1,168,142(21,591 増） 

利子         126,186(18,983 減） 

繰出金 2,571,633 2,661,580 △89,947 
国民健康保険      502,854(25,873 減) 

介護保険(保険勘定)   621,926(36,521 減） 

下水道事業       610,599(32,265 減） 
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 ３．一般会計予算の推移（平成 25～30 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 25 年度以降の歳出予算の推移をみると、障害者自立支援給付や保育所措置費等

の扶助費が大きく増加しているほか、平成 26 年度以降、北部拠点整備事業や小中学校

へのエアコン設置、サザンクス筑後改修など大規模な普通建設事業が相次ぎ、予算規

模が拡大してきた。一方で、歳入における一般財源収入（市税、地方交付税など）は

ほぼ同水準で推移しており、収支の均衡のため基金繰入や地方債借入に頼らざるを得

ない状況であった。 

 このような状況のもと、平成 30 年度の予算編成では行財政健全化に向けた予算編成

の第一歩として、一般的な経費に対する枠配分額の縮小や普通建設事業費の削減に取

り組んだ。このことにより、財源調整額（基金繰入）の縮小という一定の成果は出た

ものの、増加の続く社会保障経費や老朽化の進む公共施設対策などこれからの課題は

山積しており、財源確保に向けた行財政健全化の取り組みを一層進めていく必要があ

る。 
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（単位：百万円） 

  H25 H26 H27 H28 H29 H30 

予算規模 16,643 18,543 18,440 18,970 19,153 18,740 

基金繰入を除く 

一般財源収入総額 
10,968 11,039 11,289 11,265 11,362 11,334 

（単位：百万円） 性質別歳出予算の推移 
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４．主要事業の概要 

 平成 30 年度の主要事業を、第五次筑後市総合計画に掲げる 8 つの政策に分類すると

次のとおり。 

 

 (1) 安全で快適な生活を支えるまちづくり 

   「安全な水道水の安定供給」では、福岡県南広域水道企業団に対する繰出負担

金や出資負担金などを計上した。「下排水処理施設などの整備」では、下水道事業

特別会計繰出金を計上した。「消防・救急体制の整備」では、梯子車購入や救急車

両購入に係る経費を計上した。「秩序ある市域の整備」では、公園維持管理費や都

市計画変更に係る経費などを計上した。「公共交通の確保と駅の利便性向上」では、

コミュニティ自動車や地域バス路線維持費補助金などを計上した。「道路整備によ

る利便性の向上」では、一般道路の新設改良費や社会資本整備総合交付金を活用

した道路関連事業、道路・橋りょうの維持補修に要する経費などを計上した。「河

川・水路などの維持管理」では、水路改良事業に要する経費などを計上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 資源・環境にやさしいまちづくり 

   「自然環境の保護と環境意識の醸成」では、浄化槽設備設置補助金や川と水を

守る運動に要する経費などを計上した。「循環型社会の形成」では、可燃ごみや廃

プラスチックなどの資源ごみの回収経費などを計上した。 

 

 

 

 

 

 (3) 豊かな暮らしを支え活力を生み出すまちづくり 

   「農業の振興」では、新規就農者に対する就業支援や農事組合法人等に対する

機械・施設整備費補助に要する経費などを計上した。「商工業の振興」では、企業

誘致に要する経費やプレミアム商品券の発行補助に要する経費などを計上した。

「観光の振興」では、観光推進や観光施設の維持・管理に要する経費などを計上

した。「勤労者福祉の向上」では、若年者専修学校等技能習得資金貸与に要する経

費などを計上した。 

 

 

・活力ある高収益型園芸産地育成事業 1億3,059万1千円

・水田農業担い手機械導入支援事業 1,606万5千円

・浄化槽設備設置事業 5,090万9千円

・可燃ごみ収集事業 5,920万6千円

・資源ごみ回収事業 4,382万7千円

・八女西部広域事務組合運営事業 4億992万6千円 など

・下水道事業特別会計繰出金 6億1,059万9千円

・梯子車購入事業 2億2,750万円

・公園維持管理事務 4,957万3千円

・地域バス路線維持費補助事業 1,000万3千円

・道路維持補修管理事業 1億2,286万6千円

・社会資本整備総合交付金事業(道路) 2億9,763万3千円

・水路改良事業 2,965万円 など
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 (4) いきいきと健康なまちづくり 

「少子化対策・子育て支援の充実」では、私立保育所の施設整備に対する補助

金や子どものための教育・保育給付等に要する経費、学童保育事業に要する経費、

子ども医療に要する経費、子育て支援拠点施設事業に要する経費などを計上した。

「健康づくりの推進」では、予防接種事業や検診事業、筋力トレーニング事業な

ど各種健康増進事業に要する経費を計上した。「高齢者福祉の充実」では、公的介

護施設整備事業費補助金や介護保険特別会計に対する繰出金などを計上した。「障

害児・者福祉の充実」では、自立支援給付費、重度障害者医療に要する経費など

を計上した。「低所得者福祉の充実」では、生活保護費や公営住宅の施設維持管理

に要する経費などを計上した。「地域福祉体制の整備」では、社会福祉協議会補助

金などを計上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 創造性と豊かな心を育むまちづくり 

   「学校教育の充実」では、外国語指導助手配置事業や少人数学級編制、スクー

ルソーシャルワーカーの配置、学校 ICT 環境整備などに要する経費を計上した。

「青少年の健全育成」では、学校開放・放課後子ども教室事業や青少年社会体験

事業に要する経費などを計上した。「生涯学習・スポーツの推進」では、北部交流

センターやサザンクス筑後などの管理運営に要する経費、ちっごマラソン大会な

どに要する経費を計上した。「伝統文化・郷土文化の継承」では、埋蔵文化財発掘

調査や文化財保護に要する経費などを計上した。「男女共同参画社会の推進」では、

男女共同参画推進や女性支援相談に要する経費などを計上した。「人権・同和教育

及び啓発の推進」では、人権・同和教育に要する経費などを計上した。 

 

 

 

・外国語指導助手配置事業 1,458万円

・少人数学級編制事業 6,341万9千円

・スクールソーシャルワーカー配置事業 586万4千円

・私立保育所施設整備費助成事業 1億7,423万4千円

・施設型・地域型保育給付事業 19億2,710万円

・学童保育事業 1億2,642万5千円

・予防接種事業 1億3,787万8千円

・がん検診事業 3,973万4千円

・公的介護施設整備事業費補助金 5,250万円

・自立支援給付事業 11億7,039万6千円

・生活保護扶助費 5億865万6千円

・社会福祉協議会補助金 7,635万円 など

・企業誘致対策事業 106万円

・観光推進事業 683万7千円

・着地型観光推進事業 800万円

・創業支援事業 500万円

・若年者専修学校等技能習得資金貸与事業  　 239万2千円 など
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 (6) 協働によるまちづくり 

   「市民協働の推進」では、校区コミュニティ・地域活動支援事務に要する経費

などを計上した。「積極的な広報・広聴の展開」では、広報ちくごの発行経費など

を計上した。「市民との協働による防災体制の充実」では、防災支援体制整備に要

する経費や消防団に係る経費などを計上した。「市民との協働による安全・安心な

まちづくり」では、筑後市安全・安心まちづくり事業や消費生活相談に要する経

費などを計上した。「衛生的で安らげる生活環境づくり」では、老朽危険家屋対策

事務や公害対策事務に要する経費などを計上した。 

 

 

 

 

 

 

 (7) ひとを呼ぶまちづくり 

   「転入の促進と転出の抑制」では、マイホーム取得支援事業や新婚世帯家賃支

援事業、素敵な出会い応援事業に要する経費などを計上した。 

 

 

 

 

 (8) 持続と発展を可能とする市政運営のために 

「情報化の推進と管理」では、庁内電算システムの維持管理や情報セキュリテ

ィ対策に要する経費などを計上した。「安定的な財政運営と効果的な施策の推進」

では、ふるさと筑後市応援寄附や市税賦課事務に要する経費などを計上した。「市

民から信頼される職員・組織づくり」では、職員研修事務費や人事評価事務に要

する経費などを計上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・校区コミュニティ・地域活動支援事務 2,257万2千円

・広報ちくご発行事業 883万7千円

・防災支援体制整備事業 491万2千円

・消防団員訓練事務 714万6千円

・筑後市安全・安心まちづくり事業 144万5千円

・老朽危険家屋対策事務 330万3千円 など

・マイホーム取得支援事業 3,351万円

・新婚世帯家賃支援事業 2,217万4千円

・素敵な出会い応援事業 799万8千円 など

・電算システム維持管理・開発事務 1億3,614万9千円

・ふるさと筑後市応援寄附事業 2億3,474万9千円

・職員研修事務 454万5千円

・人事評価事務 104万4千円 など

・学校ICT環境整備事業 3,576万9千円

・学校開放・放課後子ども教室事業 398万2千円

・北部交流センター管理運営事業 2,669万円

・サザンクス筑後管理運営事務 9,694万円

・女性支援相談業務 283万3千円 など
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５．性質別の経費の状況 

 「平成 30 年度当初予算性質別状況（歳入）」（9 ページ）、「平成 30 年度当初予算

性質別状況（歳出）」（10 ページ）のとおり。 

 

６．市債及び基金の状況 

  「市債の状況」（11 ページ）、「基金の状況」（12 ページ）のとおり。 

 

７．地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費の状況 

  「地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障 4 経費その他社

会保障施策に要する経費」（13 ページ）のとおり。 

 

８．筑後市が取り組む主要施策 

  別冊「平成 30 年度の主な事業」のとおり 














